
福知山市職員の懲戒処分の公表基準 
 

 

任命権者が職員に対し懲戒処分を行った場合は、この基準により公表することとする。 

 

１ 目 的 

  職員の非違行為に対して地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）に基づき行った懲戒処分を

公表することにより、市政の透明性を高めるとともに、服務規律、公務員倫理の保持の徹底と同種

事案の再発防止を図ることを目的とする。 

 

２ 公表対象の職員 

  常勤特別職（市長を除く。）及び一般職の職員とする。 

 

３ 公表の対象とする処分 

  地方公務員法第２９条の規定による懲戒処分（戒告、減給、停職又は免職）及び同法第２８条第

２項第２号の規定による刑事事件に関し起訴された場合の分限処分（休職）とする。 

  なお、当該処分が職務に関する非違行為で刑事事件となっている場合等、社会的影響が大きいと

任命権者が判断する事案である場合にあっては、当該処分に伴い管理監督者に対して行った懲戒処

分以外の措置（訓告、厳重注意等）も公表する。 

 

４ 公表内容 

  公表内容は、個人が識別されない内容のものとすることを基本に被処分者の情報（所属、職階、

年齢及び性別）の全部又はその内容の一部並びに処分の年月日、内容及び理由とする。 

  なお、次の場合は、併せて氏名を公表する。 

 (１) 懲戒免職の場合 

 (２) 警察等で氏名が公にされている場合 

 (３) その他社会的影響が極めて大きいと任命権者が判断する場合 

 

５ 公表の例外 

  ２及び３にかかわらず、公表することにより被処分者以外の者の権利及び利益を侵害するおそれ

が高い等の理由により公表が適当でないと任命権者が判断する場合は、全部又はその内容の一部を

公表しない。 

 

６ 公表時期及び方法 

  懲戒処分を行った後、速やかに報道機関に資料を提供するとともに、公表内容の全部又はその内

容の一部を福知山市ホームページに掲載する。 

 

７ 施行時期 

  この基準は、平成１８年１０月１日から施行し、同日以降に行う懲戒処分から適用する。 

 

 

制定 平成１８年１０月１日 

改正 平成２３年 ４月１日 

改正 平成３０年 ４月１日 

改正 令和 ５年 ４月１日 

  



別記 

 
福知山市職員の懲戒処分の公表基準に定めるもののほか、下記のとおり規定する。 

 

１ 公表基準において、氏名を公表する場合にあっても、福知山市ホームページでは、氏名は公表し

ない。この場合に公表する所属名は、部、室及び課(かい)とする。 

 

２ 公表の対象とする処分に相当する事案が発生し、その処分を行うまでの間で、社会的影響が大き

く、公表する必要があると認められる場合は、福知山市職員の懲戒処分の公表基準の４に準じて事

案の概要等を公表する。ただし、この場合においても警察等で氏名が公にされている場合を除き、

所属名及び氏名は公表しない。 


